　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


ビジネスモデル転換事業に係る進捗状況調査
及び専門家派遣の希望確認
■　調査の目的　■
この調査は、令和２年度の交付を受けた事業者を対象に、事業の進捗状況や経営課題の把握、課題解決に向けた専門家派遣の希望確認を目的として実施します。
過年度の本調査の中で、ビジネスモデル転換を行った事業者から、実際に事業を進めると既存事業との兼ね合い等から事業負担が増大した、計画通り進まず新たな課題が生まれたといった声が多数寄せられました。県では、そういった事業者の声に寄り添い、それらの課題解決の糸口とするべく、希望のあった事業者に対して中小企業診断士等の専門家派遣（無料、最大４回）を追加の支援として行います。是非とも積極的にご活用いただきたいと思います。

業務ご多忙の折に恐れ入りますが、専門家派遣の希望も含めてご回答くださるようお願いいたします。
令和６年４月　　　　　　　　　　　　　 　 
神奈川県産業労働局中小企業部中小企業支援課
	調査票記入にあたってのお願い
· 回答は、経営者の方もしくは経営に携わっている方にお願いします。
· 記入後、令和６年９月30日（月）までにメール又はＦＡＸ,郵送にて回答願います。
· ご回答いただいた情報は、県のビジネスモデル転換事業及び今後の県施策の検討にのみ利用します。
· ご回答いただいた内容について、追加でお話を伺うことがありますので、ご協力をお願いします。


	事業者名
	

	整理番号（※）
	

	業種
	1. 製造業、建設業、運輸業、その他業務（２～９除く）
2. 卸売業　　3. サービス業（７～９除く）　4. 小売業　
5. 一般飲食店　　6. ゴム製品製造業
7. ソフトウェア業、情報処理サービス業　　8. 旅館業

9. NPO法人、一般社団・財団法人、公益社団・財団法人

	事業者所在地
	〒　　－　　　

	担当者名・役職
	

	連絡先（電話）
	

	連絡先（E-mail）
	


※　整理番号は通知の封筒に記載しているSから始まる４桁の番号です。不明の場合は記入不要です。
問１．補助金交付申請時の事業計画との比較について
(１)　ビジネスモデル転換により開始した事業（以下「新事業」という。）の現在の進捗状況は、事業計画と比較してどのような状況にありますか。該当するものに○印をつけてください。
	1.　計画以上の進捗である

2.　ほぼ計画通りである
3.　計画よりもやや遅れている
	4.　計画よりも大幅に遅れている
5.　製品開発・事業化を断念した
6.　その他


(２)（１）で３～６を選択した方は、現状と要因を具体的に記載してください。
	


問２．賃上げについて
（１）今期、貴社では賃上げを実施しますか。
	1. 賃上げする
	2. 賃上げしない


（２－１）（１）で「１.賃上げする」を選択した方に伺います。
賃上げの内容は何ですか。（複数回答可）
	1. 定期昇給
2. ベースアップ
3. 賞与・手当の増額
	4. 初任給の増額
5. 再雇用の賃金増額
6. その他（　　　　　　　　　　　 ）


（２－２）（１）で「２.賃上げしない」を選択した方に伺います。
実施しない、できない理由は何ですか。（３つまで選択可）
	1. 原材料価格や燃料等の高騰
2. コスト増加分の価格転嫁ができない

3. 業績が回復しない、低迷している
4. 受注先等の先行きに不安があるため
	5. 設備投資を優先するため
6. 資金繰りや債務返済に影響するため
7. 雇用維持、増員を優先
8. その他（　　　　　　　　　　　 ）


（３）賃上げを実施するために必要な原資は、どのように確保していますか。又は確保するために必要な要因はなんですか。（３つまで選択可）

	1. 製品・サービスの単価・価値の値上げ
　（価格転嫁含む）

2. 製品・サービスの受注拡大

3. 設備投資による生産性向上
	4. 従業員教育のスキルアップによる生産性向上
5. 固定費の見直し・削減
6. 補助・助成制度を活用
7. 税制優遇された場合


問３．人手不足について

（１）長引く物価高騰や深刻な人手不足が懸念される中、貴社での人手不足の影響について、お聞かせください。
	1. 人手が不足している
	2. 人手は不足していない


（２－１）（１）で「１.人手が不足している」を選択した方に伺います。
人手不足の要因は何ですか。（３つまで選択可）
	1. 新卒など、若年層の人口が減少しているから採用できない
2. 業種や職種等の条件に見合った人材からの応募がない

3. 業界に人気がないから
4. 賃金や賞与の引上げができないから
	5. 働きやすい職場環境が確保できていないから
6. 業務プロセスの見直し等が行える状況ではないから
7. 設備投資ができず、省人化できる業務がない
8. 事業創出やマニュアル化できない業務により、業務量を削減できない


（２－２）（１）で「２.人手は不足していない」を選択した方に伺います。
人手が不足していない理由は何ですか。（複数回答可）
	1. 賃金や賞与の引上げを実施しているから
2. 働きやすい職場環境が確保できているから

3. 定年延長やシニアの再雇用を実施していから
4. 業界的に人気があり、募集すれば人材が集まる
	5. 業務プロセスの見直しにより業務効率が向上しているから
6. 人材教育、育成の対応を行うことで社員の
スキルアップを図っているから
7. 設備投資等により省人化し、業務量を減らしたため


問４．経営課題について
(１)　貴社が抱える経営課題について、該当するものに○印をつけてください。
(複数回答可)
	1. 人材の教育・育成への対応
2. 受注の確保
3. 原材料価格等の物価高騰への対応
4. 価格転嫁への対応
5. 機械設備等の新規導入・更新等の設備投資への対応
6. 販路開拓・販売促進への対策
	7. 海外展開や外国人顧客への対応
8. BCP（事業継続計画）の策定
9. 製品開発等、新規事業展開への一層の取組
10. 後継者の確保による事業承継対策
11. IT化・サイバーセキュリティ対策
12. 資金繰りや各種補助金等の資金調達
13. その他（　　　　　　　　　　　　）


 (２)（１）で選択した経営課題について可能な範囲で具体的に記載してください。
　　例）　物価高騰の影響を受け、価格転嫁を交渉してみたが、合意に至っていない。

	


問５．専門家派遣の無料相談について
（１）KIPから専門家への無料相談事業を受けたことがありますか。
令和４年度より、KIP(公益財団法人神奈川産業センター)から中小企業診断士等の専門家を派遣する事業を行っています。過去にこの事業を利用し、専門家派遣を受けたことがあるか、お答えください。
	1. 受けたことがある
	2. 受けたことはない


（２）（１）で「２.受けたことはない」を選択した方に伺います。
専門家への無料相談を希望しますか
※ 県の補助金の交付を受けた事業者の方限定で、無料でＫＩＰから中小企業診断士等の専門家を派遣し、企業経営の様々な悩み事に対する相談事業を実施しています。
無料相談を受けたい方は、「希望する」に〇印をつけ、「（様式1）ビジネスモデル転換事業フォローアップアドバイザー派遣申込書」に記入の上、本アンケートと併せ県へと提出してください。

	1. 希望する
	2. 希望しない


※１ ご相談いただけるのは、補助事業に関連した相談のみです。

※２ 無料相談が開始できるのは、５月７日以降となります。（申込みは４月５日以降）

※３ 希望する方については、ご回答いただいた内容及び、県が保有する次の資料をＫＩＰへ提供します。
①本調査票
②補助金申請時に提出された補助事業計画書【様式１-４】

③補助金申請時に提出された補助事業報告書【様式11-３】

④補助金申請時に提出された収支決算書【様式11-５】 
問６．経営相談の現状について
(１)　新事業を含めた経営に関する相談状況について該当するものを選択してください。
	1. 定期的な経営相談をしている
	2. 定期的な経営相談をしていない


　(２)（１）で「1. 定期的な経営相談をしている」を選択した方に伺います。貴社が日頃よく相談する支援機関について、該当するものに○印をつけてください。（複数回答可）
	1. 神奈川産業振興センター（ＫＩＰ）
2. 商工会・商工会議所
3. 中小企業団体中央会                 

4. 金融機関
	5. 税理士・公認会計士
6. 民間コンサルティング会社
7. その他（ 　　　　　　　　　　）


問７．その他、県に期待する支援がありましたら、その内容を記載してください。
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